
 

千葉市要配慮保育実施要綱  

 

（目的）  

第１条   この要綱は、心身の状況に応じて特別の配慮を要する児童 (以下「対  

象児童」という。)で、保育を必要とする者が他の児童との集団生活を行うこ

とによって心身の発達を促し、社会生活に必要な基礎的能力を養成し、福祉

の増進を図ることを目的とする教育・保育 (以下「要配慮保育」という。 )の

実施について、必要な事項を定めるものとする。  

（対象児童）  

第２条  要配慮保育の対象児童は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第

６５号、以下「法」という。）第２０条第１項に規定する支給認定を受け、市

内の法第２７条第１項に規定する特定教育・保育施設若しくは法第２９条第

１項に規定する特定地域型保育事業者（以下「施設等」という。）が行う特定

地域型保育の利用又は措置により教育・保育の提供を受ける児童で、別表に

該当する児童とする。    

（対象施設）  

第３条  要配慮保育は、市内全ての施設等で実施する。  

２  施設等は、職員の確保や資質の向上等受入体制の整備に努めるとともに、

市は、必要な支援に努めるものとする。  

（要配慮保育の申込み）  

第４条  要配慮保育の実施を希望する児童の保護者は、別に定める手続きによ

り、市長に申込まなければならない。  

 （要配慮保育実施の決定）  

第５条  市長は、前条の申込みがあったときは、提出書類等の内容を確認する

とともに、必要に応じ、当該児童の主治医や千葉市療育センター等関係機関

（以下「関係機関等」という。）へ意見を求めるなど十分に検討の上、要配慮

保育の実施の可否について決定する。  

（決定の取消し）  

第６条  市長は、前条の決定を受けた児童（以下「要配慮保育決定児童」とい

う。）が、その後、第２条の要件を欠くこととなった場合等、要配慮保育を実

施する必要がなくなったと認められる場合には、当該児童の保護者及び施設

等と協議の上、決定を取消すものとする。  

（職員配置）  

第７条  施設等は、要配慮保育を実施するにあたり、保育士の配置について、

要配慮保育決定児童の３歳未満児３人につき１人、要配慮保育決定児童の３

歳以上児３人につき１人を配置するものとする。ただし、重度障害や医療的



ケアが必要な場合など、市長が特に必要と認めた場合は、更に保育士や看護

師等必要な職員を配置することができる。  

（要配慮保育の方法）  

第８条  施設等は、要配慮保育を実施するにあたり、要配慮保育決定児童の心

身の状況及び発達状態に応じて個別指導計画を策定し、その他の児童との集

団教育・保育及び当該児童の特性に応じた個別教育・保育を行うものとする。  

２  市長は、適切な要配慮保育の実施のため、必要に応じて、関係機関等に意

見を求める。  

（関係機関等との連携）  

第９条  施設等は、要配慮保育を実施するにあたり、関係機関等との連携を密

にし、要配慮保育が円滑かつ効果的に実施されるよう努めなければならない。 

（委任）  

第１０条  この要綱に定めるもののほか、要配慮保育の実施に必要な事項は、

こども未来局長が別に定める。  

 

附  則  

１  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。  

２  千葉市障害児保育事業実施要綱（昭和５７年４月１日施行）は、廃止する。  



 

別  表  

 

要   件  

１  

身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める「身

体障害者手帳」の交付を受け、下記の等級に該当する児童  

種   類  級   別  

視 覚 障 害  １級・２級・３級・４級  

聴 覚 又 は 平 行  

機 能 の 障 害  
２級・３級・４級  

音声機能、言語機能又は  

そ し ゃ く 機 能 の 障 害  
３級・４級  

肢 体 不 自 由  １級・２級・３級・４級  

内 部 機 能 障 害  １級・２級・３級・４級  
 

２  
療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に

定める「療育手帳」の交付を受けた児童  

３  
精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条に定める「精神障害者保健福祉手帳」の交付を受けた児童  

４  
医療機関が交付する診断書、専門機関が交付する報告書等に基づき、

特別の配慮を要すると市長が認めた児童  

 


